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<別添> 令和７年度アクションプラン事業評価シート（目指すべき方向性別） 

 １ 「１ 健全かつ成長につながる行財政運営」 １１９事業 

 ２ 「２ 歳入増につながる施策の創出・強化」 ２２事業 

 ３ 「３ ファシリティマネジメントの推進」 ４３事業 

 ４ 「４ 多様な主体との連携・協創」 ８８事業 

 ５ 「５ 機動的な組織運営に向けた仕事の進め方・働き方の改革」 ２２事業 
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１ 行政改革大綱の検証について                                                    

 

（１） 行政改革大綱の検証結果について 

 

行政改革大綱は、総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けた施策や事業の積極的な展開をバックアップ

し、効率的・効果的な行政経営を推進するために、令和６年１２月に策定した「第６次生駒市総合計画 第２期基

本計画～第６章 行財政改革の考え方～」において定めたものである。 

 この検証結果報告書は、「第６次生駒市総合計画 第２期基本計画」における４年間（令和６～９年度）の推進

期間で、次年度への取組へとつなげるべく、毎年度進捗状況を検証することとしていることから、５つの『目指す

べき方向性』に紐づけられた施策や事業を、４つの『行動指針』をもとに評価し、令和６年度に取り組んだ成果を

まとめたものである。 

 

（２） 各アクションプラン事業の評価方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の 

自己評価の 

実施 

第６次生駒市総合計画第２期基本計画アクションプランで定められた 

事業のうち、行政改革大綱の５つの『目指すべき方向性』に紐づけられた事業

について、各担当課で令和７年度における自己評価を実施する。 

＊評価対象事業の選定方法 

・行政改革大綱の進捗状況を総合的に検証するため、５つの『目指すべき方向

性』から、各項目につき最低２事業を選定する。 

・ 担当課の自己評価において D もしくは E 評価となっている事業は原則評価

対象とする。ただし、事業内容から生駒市行政改革推進委員会において審議

することが適当でないと認めるときは、対象外とする。 

・評価対象事業数は、最大２０事業とする。 

生駒市行政改革推進委員会において、各担当課から提出された自己評価シ

ートをもとに、評価対象事業を選定（＊）する。 

評価は「部会制」により実施。２部会に分かれて選定した事業の総合評価を行

い、総合評価の判断理由と今後の取組方針について審議する。 

（１事業あたり約１５分の審議） 
行政改革 

推進委員会 

による評価 

評価結果の 

公表・反映 

評価結果を取りまとめ、検証結果報告書として市長へ提言するとともに、ホームペ

ージ等において公表する。 

また、次年度以降の取組につなげるため、担当課へ結果をフィードバックする。 
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２ 令和７年度検証結果 総括                                             

 

（１） 評価結果 

 

 担当課による自己評価（延べ２９４事業）と、生駒市行政改革推進委員会において評価対象事業として選定さ

れた事業の総合評価（延べ１８事業）は以下のとおりである。 

 なお、評価区分は以下のとおりである。 

評価区分 

A 高い成果が得られた D やや不十分な成果にとどまった 

B 予定どおりの成果が得られた E 成果は不十分であった 

C 一定の成果があった - 評価なし 

 

【『目指すべき方向性』別の評価】 

 行政改革大綱に紐づけられた事業・施策について、４つの『行動指針』別評価かつ総合評価（以下、「行革評価」

という）を、担当課において、Ａ～Ｅの５段階で評価した結果を、５つの『目指すべき方向性』ごとに集計している。 

 行革評価のすべての項目において、約７８％が A もしくは B と評価されており、順調に取組が進められている

事業が多い。特に、「２ 歳入増につながる施策の創出・強化」においてはすべての事業の全項目で評価が C 以

上となっており、一定の成果が得られている。 

 一方で、「１ 健全かつ成長につながる行財政経営」「５ 機動的な組織運営に向けた仕事の進め方、働き方の

改革」においては、総合評価が D と評価された事業があり、十分に取組が進められなかった事業がある。 

 

 

 

１ 健全かつ成長につながる行財政運営 １１９事業    

行革評価 評価区分 

(行政改革大綱に基づく評価) A B C D E - 

コスト意識の徹底 
２３ 

(19.3%) 

８５ 

(７１.４%) 

４ 

(3.4%) 

１ 

(0.8%) 

0 

(0%) 

6 

(5.0%) 

目的思考による最適な手段の追求 
26 

(21.8%) 

84 

(70.6%) 

5 

(4.2%) 

1 

(0.8%) 

0 

(0%) 

3 

(2.5%) 

多様な主体との協創 
16 

(13.4%) 

75 

(63.0%) 

8 

(6.7%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

20 

(16.8%) 

デジタル・データの活用 
12 

(10.1%) 

62 

(52.1%) 

13 

(10.9%) 

1 

(0.8%) 

0 

(0%) 

31 

(26.1%) 

総合評価 
16 

(13.4%) 

84 

(70.6%) 

17 

(14.3%) 

1 

(0.8%) 

0 

(0%) 

1 

(0.8%) 

※()内は行革評価内での割合。割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 
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２ 歳入増につながる施策の創出・強化 ２２事業 

行革評価 評価区分 

(行政改革大綱に基づく評価) A B C D E - 

コスト意識の徹底 
4 

(18.2%) 

15 

(68.2%) 

1 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

2 

(9.1%) 

目的思考による最適な手段の追求 
4 

(18.2%) 

15 

(68.2%) 

1 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

2 

(9.1%) 

多様な主体との協創 
3 

(13.6%) 

15 

(68.2%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

4 

(18.2%) 

デジタル・データの活用 
2 

(9.1%) 

15 

(68.2%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

5 

(22.7%) 

総合評価 
2 

(9.1%) 

16 

(72.7%) 

3 

(13.6%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

1 

(4.5%) 

※()内は行革評価内での割合。割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 

 

 

 

 

 

３ ファシリティマネジメントの推進 ４３事業 

行革評価 評価区分 

(行政改革大綱に基づく評価) A B C D E - 

コスト意識の徹底 
7 

(16.3%) 

31 

(72.1%) 

3 

(7.0%) 

2 

(4.7%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

目的思考による最適な手段の追求 
9 

(20.9%) 

31 

(72.1%) 

3 

(7.0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

多様な主体との協創 
4 

(9.3%) 

21 

(48.8%) 

2 

(4.7%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

16 

(37.2%) 

デジタル・データの活用 
2 

(4.7%) 

12 

(27.9%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

29 

(67.4%) 

総合評価 
5 

(11.6%) 

32 

(74.4%) 

6 

(14.0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

※()内は行革評価内での割合。割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 
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４ 多様な主体との連携・協創 ８８事業 

行革評価 評価区分 

(行政改革大綱に基づく評価) A B C D E - 

コスト意識の徹底 
19 

(21.6%) 

63 

(71.6%) 

4 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

2 

(2.3%) 

目的思考による最適な手段の追求 
21 

(23.9%) 

60 

(68.2%) 

6 

(6.8%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

1 

(1.1%) 

多様な主体との協創 
14 

(15.9%) 

63 

(71.6%) 

5 

(5.7%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

6 

(6.8%) 

デジタル・データの活用 
7 

(8.0%) 

43 

(48.9%) 

10 

(11.4%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0%) 

28 

(31.8%) 

総合評価 
15 

(17.0%) 

62 

(70.5%) 

10 

(11.4%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

1 

(1.1%) 

※()内は行革評価内での割合。割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 

 

 

 

 

 

５ 機動的な組織運営に向けた仕事の進め方・働き方の改革 ２２事業 

行革評価 評価区分 

(行政改革大綱に基づく評価) A B C D E - 

コスト意識の徹底 
2 

(9.1%) 

16 

(72.7%) 

3 

(13.6%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

1 

(4.5%) 

目的思考による最適な手段の追求 
4 

(18.2%) 

15 

(68.2%) 

2 

(9.1%) 

1 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

多様な主体との協創 
4 

(18.2%) 

10 

(45.5%) 

2 

(9.1%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

6 

(27.3%) 

デジタル・データの活用 
1 

(4.5%) 

16 

(72.7%) 

1 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

4 

(18.2%) 

総合評価 
1 

(4.5%) 

16 

(72.7%) 

4 

(18.2%) 

1 

(4.5%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

※()内は行革評価内での割合。割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 
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【生駒市行政改革推進委員会の総合評価】 

生駒市行政改革推進委員会において評価対象事業として選定された事業について、A～Eの５段階で総合評

価した結果を５つの『目指すべき方向性』別に集計している。 

D もしくは E と評価された事業はなく、概ね予定通りの成果が得られている。 

 

目指すべき方向性 

総合評価 

A B C D E - 

１ 健全かつ成長につながる行財政運営 
0 

(0.0%) 

2 

(28.6%) 

4 

(57.1%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(14.3%) 

２ 歳入増につながる施策の創出・強化 
0 

(0.0%) 

1 

(50%) 

1 

(50%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

３ ファシリティマネジメントの推進 
0 

(0.0%) 

3 

(100%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

４ 多様な主体との連携・協創 
0 

(0.0%) 

2 

(50%) 

1 

(25%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

1 

(25%) 

５ 機動的な組織運営に向けた仕事の進め

方・働き方の改革 

0 

(0.0%) 

1 

(50%) 

1 

(50%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

0 

(0.0%) 

※割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない。 

 

 

(2)評価にあたっての主な意見 

 

順調に進められている取組が多く見受けられた一方、事業の性質や取組内容に応じた進捗管理や評価手法

等、改善を要する課題も見られた。 

また、ＫＰＩ目標値の設定等に課題が見られる事業があり、自己評価の精度向上に向けた見直しが必要である。

あわせて、事業の進捗を客観的かつ適切に把握できる評価手法の確立が求められる。 

 デジタル・データ活用については、各事業の取組にばらつきが見られ、十分に活用が進んでいない事業も存在

することから、今後はＥＢＰＭの観点を踏まえ、データに基づく分析・検証の一層の推進が必要である。また、ＡＩ

の活用を含めた業務改善についても、今後の行政運営の質の向上に向けた重要な取組として期待される。 

 今後は、限られた財源と人的資源の中で、より効率的かつ効果的な行政運営が求められることから、各事業の

特性を踏まえつつ、目標値の適正化、デジタル・データ活用の推進などを通して、持続可能な行財政運営の実現

に努められたい。 
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３ 令和７年度の評価結果 個票                                          

 

 生駒市行政改革推進委員会で評価対象事業として選定された１２事業について、担当課の行政改革大綱に

基づく評価と生駒市行政改革推進委員会の評価及びコメントを次ページ以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 事業名 担当課 頁 

1 
障がい者が安心して過ごせる居場所の確保・充実 

(地域包括支援センター事業の充実) 
障がい福祉課  7 

2 ファミリー・サポート利用助成事業と人員体制の強化 こども家庭センター  8 

3 生涯学習施設全体のあり方・大規模改修等検討 スポーツ振興課  9 

4 総合公園体育施設リニューアル事業 スポーツ振興課  10 

5 病児保育の充実 幼保こども園課  11 

6 保育料の段階的な無償化 幼保こども園課  12 

7 地域の防災力向上 危機管理課  13 

8 多様な収入源の確保 公民連携推進課  14 

9 AI・RPA 等の活用による業務の効率化 情報システム管理室  15 

10 公共交通利用促進事業 防犯交通対策課  16 

11 性別に関わらず誰もが働きやすい職場等への意識改革 ダイバーシティ推進プラザ  17 

12 ローカルビジネス起業の促進 商工観光課  18 



7 

 

 



8 

 

 



9 

 

 



10 

 

 



11 

 

 



12 

 

 



13 

 

 



14 

 

 



15 

 

 



16 

 

 



17 

 

 



18 
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４ おわりに                                                       

 

 生駒市においては、行政運営を取り巻く社会経済環境の変化や市民ニーズの多様化・複雑化を踏まえ、総合

計画との整合を図りながら、行財政運営の継続的な見直しと改善が進められている。こうした取組は、限られた

行政資源の中で行政サービスの質を確保しつつ、持続可能な行政運営を実現するための基盤となっている。 

近年では、物価や人件費の上昇が継続するとともに、人口減少・少子高齢化の進行による財政構造の制約が

一層強まっているため、事業の優先度を見極めながら、限られた財源をいかに効果的に配分するかが行政運営

上の重要な課題となっている。 

また、行政サービスの提供に当たっては、従来型の業務遂行に加え、データの利活用や業務プロセスの見直

し、デジタル技術の活用などを通じた効率化の取組が進められている。行政単独での対応に加え、多様な主体と

の連携や協働を通じた取組の広がりも見られ、行政サービスの新たな提供形態としての重要性が増している。

一方、こうした取組の効果や定着については事業間の差が生じており、今後の更なる発展に向けた検討が必要

な状況にある。 

各事業の実施に当たっては、社会情勢の変化や制度的な要請を踏まえた不断の見直しを行うとともに、事業

目的と実施内容の整合性を確保しながら、より実効性の高い行政運営が求められる。また、取組の成果を適切

に把握し、評価の高い取組については庁内で共有することで、行政運営全体の改善や標準化につなげていくこ

とも重要である。 

本報告書の内容を踏まえ、将来都市像「自分らしく輝けるステージ・生駒」の実現に向け、今後も持続可能な

行財政運営の確立と行政サービスの質の向上に向けた取組を着実に進めていくことが求められる。 
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<附随資料>  
 

１ 生駒市行政改革推進委員会条例 

 

 (設置)  

第１条 社会経済情勢に適応した持続可能で質の高い行財政体制を構築し、及び推進するため、生駒市

行政改革推進委員会(以下「委員会」という。)を置く。  

(所掌事務)  

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、行政改革の推進に関し必要な事項を調査審議する。  

(組織)  

第３条 委員会は、委員 10 人以内をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

（1） 学識経験のある者  

（2） 市民団体等を代表する者  

（3） その他市長が必要と認める者  

(任期)  

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることを妨げない。  

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

(委員長及び副委員長)  

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。  

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。  

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  
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(会議)  

第６条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集し、委員長が議長となる。  

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。  

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

(部会)  

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。  

２ 部会に属する委員は、委員長が指名する。  

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。  

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちからあらかじめ部会長が指名する委員がその

職務を代理する。  

(関係者の出席等)  

第８条 委員会又は部会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、会議に出席を求めて意見若し

くは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。  

(委任)  

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が定める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 生駒市行政改革推進委員会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

任期　令和7年11月10日～令和9年11月9日

（敬称略・順不同）

区分 役職等 氏名

立命館大学　教授
（政策科学部） 森

モリ

　裕之
ヒロユキ

立命館大学　教授
（政策科学部） 城戸

キド

　英
ヒデ

樹
キ

畿央大学　准教授
（健康科学部） 清水

シミズ

　裕子
ヒロコ

京都府立大学　講師
（公共政策学部） 江成

エナリ

　穣
ユタカ

元奈良県桜井市理事 林
ハヤシ

　功
イサオ

YuMake株式会社　代表取締役 佐藤
サトウ

　拓也
タクヤ

団体代表 生駒市民生児童委員連合会　会長 松山
マツヤマ　

　敏宏
トシヒロ

市民 中西
ナカニシ

　和己
カズキ

市民 平山
ヒラヤマ

　可奈子
カナコ

学識経験者

一般公募

(社会科学部) 
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生駒市 経営企画部 企画政策課 

TEL 0743-74-1111 (内線 4160・4161) 

生駒市ホームページ   https://www.city.ikoma.lg.jp 


